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第５章 業務の外部化の潮流と知的障害者の雇用可能性

第１節 事例調査の背景

知的障害者の雇用可能性を考えて「できる仕事がない」という場合、その企業での主たる業務が知的

障害の特性からみて担当できないと回答とする場合と「知的障害者にできる仕事は単純労務作業であ

る」という理解のうえで、「社内にある単純労務作業はアウトソーシングにより外部委託をしているた

めに、自社業務ではない｣、｢社内にある単純労務作業は他社から委託されたものであるが、障害者雇用

に関して委託先企業の同意が得られない」という意見があげられていた（第４章）。いずれにしても、

作業に関連する制約は大きく、雇用が進みにくい状況があることには変わりがない。

大企業において知的障害者雇用が進まない背景に関する考察は、1991年に刊行されたヒアリング調査

の結果（労働省・日本障害者雇用促進協会，1991）に詳しい。そこでは、大企業における雇用促進の制

約条件が以下のようにまとめられている。

＜作業内容に関連する制約＞

① 製品・サービスの高度化・複雑化に伴う作業内容と能力要件の高度化

② 危険度・精密度の高い職務の増加

③ 作業体制面から来る制約

④ 事業の合理化、技術革新による作業工程の合理化、単純作業の外注化

＜雇用管理面での制約＞

① 雇用管理面での煩わしさ

② 雇用管理体制の未整備

③ 雇用・処遇制度に内在する阻害要因

＜事業所をとりまく条件からの制約＞

① 事業所の立地面からの制約

② 外からの働きかけと支援の弱さ

＜知的障害者に対する理解不足に基づく制約＞

知的障害者に対する理解不足や誤解、それに基づく雇用管理面での不安

上記の報告書では、知的障害者が就業可能な仕事は大企業の内部から加速度的に減少していくことが

不可避になるといってよいであろうと考察されている。一方で、さまざまな企業の努力があり、それに

加えて、特例子会社制度においては1977年に最初の設立をみて以来、こうした大企業における雇用促進

の一つの方策として成果を上げつつある現状にある。

産業・雇用環境の構造的変化は、知的障害者の雇用にいかなる影響を及ぼしているのだろうか。それ

は1991年の段階でまとめられた事柄を越えて、新たに、どのような事態が進展しているのか。少なくと

も、アウトソーシング化の進展が障害者雇用にも影響を及ぼしていることについての指摘は、企業にお

ける知的障害者雇用の位置づけの変化が、労務管理というよりも雇用管理の点で問題にされねばならな
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いことを意味しており、「雇用可能性」という分析視点を持つことの必要性が問われている。

ここでは、 “作業内容に関連する制約”について、「 製品・サービスの高度化・複雑化に伴う作業

内容と能力要件の高度化｣、｢作業体制面から来る制約｣、｢事業の合理化、技術革新による作業工程の合

理化、単純作業の外注化」を、“雇用管理面での制約”について、「雇用管理体制の未整備｣、｢雇用・

処遇制度に内在する阻害要因」を、“事業所をとりまく条件からの制約”について、「外からの働きか

け」を、“知的障害者に対する理解不足に基づく制約”について、「知的障害者に対する理解不足や誤

解、それに基づく雇用管理面での不安」をとりあげながら、「知的障害者ができる作業」をめぐって、

知的障害者に求められる準備性とは何か、また、雇用可能性をめぐってどのような変化が進行している

のか、について検討する。

第２節 事例調査の概要

１．調査のねらい

知的障害者の雇用を図るうえで、事業主が問題点として考えている課題については主として自由記述

（第４章参照）において整理されてきた。職場において急速に進む仕事の複雑化・スキルの高度化、要

求される知的判断・状況判断の増加などが問題となって久しいが、知的障害者をこうした雇用の場に受

け入れるには、どのような問題があると受けとめられているのだろうか。

知的障害はその障害特性からみて、もともと作業遂行に困難があることから、配慮によって雇用可能

性を高めていくことが前提となる。問題は、(1) 事業主は雇用可能性の高い知的障害者についてどのよ

うに考えているのか、(2) 知的障害者の労務管理について時代の変化に相応した配慮があるのか、そし

て、(3) 知的障害者雇用に関する構造的な変化の枠組みをどのように考えるべきか、であろう。

ここでは、今回の質問紙調査では踏み込むことができなかった具体的な状況について、以下の視点で

事業所の意見を聴取することにより、こうした課題を検討する。

視点１：・仕事の複雑化・スキルの高度化・要求される知的判断・状況判断の増加を背景とした場合の雇

用可能性とはどのようなものであるか

・同業他社の雇用経験から学ぶことは何か

対象事業所：職務遂行水準の点で「障害程度が軽度なら可能である」という意見を持つ雇用

経験のある事業所５社

視点２：・「できる仕事を外部化しているために、雇用可能性がない」とする意見に対し、知的障害者に

できる仕事とは何か、外部化している業務は何か

・外部化している企業に知的障害者が雇用されている場合、どのような問題が生じているのか

対象事業所： ① 外注している事業所３社（雇用経験あり１社，なし２社）

② 派遣元（外注請負）事業所４社（雇用経験あり４社，ただし，内１社は

学校紹介で手帳を所持しないが知的障害者と同等の配慮を要請された事業所）
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２．方法

(1) 調査対象・時期

質問紙調査回答事業所の自由記述に記載された内容から、上記の視点で抽出した事業所12社（知的障

害者を雇用した経験のある事業所９社，雇用経験のない事業所３社）を対象とした。面接調査を実施し

た時期は、2001年11月～2002年2月。

(2) 面接調査の内容

知的障害者の雇用可能性の検討に際し、異なる意見を持つ事業所の面接結果を同じ枠組みで分析する

ために、面接調査の実施に際し、一定の質問項目を設定した。しかし、事業所の個別の状況に対応する

ことを留意して、自由応答形式で面接を構成した。調査項目は以下の通りである。

視点１／視点２の②に分類された事業所への質問項目

1. 知的障害者が担当している作業の概要

2. 労務管理の状況

① 入職後の訓練・指導の期間と内容について

② 知的障害者が担当した職務内容変化とその期間について

③ 同じ職場の従業員は同僚としてどのような意見を持っているか

④ 採用の時に危惧したことは何か、採用を決意した条件は何か

⑤ 採用の際に配慮したことは何か

3. 今後の雇用継続の見通し／離職した場合にはその理由

4. 採用前と採用後で、知的障害者に対するイメージはどのように変わったのか

視点２の①に分類された事業所への質問項目

1. 調査対象事業所の概要と変化

2. 外部委託の概要

① 委託作業従業員人数・配置と変化

② 知的障害者が担当できる作業の概要もしくはイメージ

3. 委託先企業における障害者雇用の可能性

① 委託先企業選択条件

② 可能な障害の種類・程度並びに作業内容

(3) 分析対象事業所の概要

以下に、分析対象事業所の概要を示す。
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